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 経常利益は、前年同期比34億円増加の592億円、四半期純利益は、ロシア関連損失の剥落

により、419億円増加の356億円と、ともに第２四半期として過去最高益となりました。

 下の表の自己資本は、14.1％増加の8,690億円となりましたが、増加の主な要因は円安と

なった為替の影響によるものです。
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 前年同期のマイナス63億円から当第2四半期356億円への増益額419億円の内訳として国内

リースは前年同期比微減となりましたが、他の４つの事業分野は増益を確保いたしました。

 特に前年同期に大口の減損・評価損を計上したスペシャルティ・国際は大きく増益となり

ました。
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 純利益年間予想700億円に対する第２四半期までの進捗率は51％と標準進捗率50％を超え

ておりますが、事業分野別でみますとオートモビリティ・環境インフラが標準進捗率50％

超となる一方で、スペシャルティ・国際は50％を下回る進捗であります。

 オートモビリティは好調なNRSが牽引、環境インフラは季節的要因などもあり進捗率は高

くなっている一方で、スペシャルティはキャピタルゲインが少ないなどそれぞれ要因があ

りますが、全体としては年間計画達成に向け想定通りに推移しております。
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 従来の財務目標でありました経常利益ベースにおける事業分野別状況であります。

 純利益と異なり、スペシャルティが大きく減益となっております。

 前年同期のスペシャルティはロシア関連の減損を特別損失に計上する一方で、経常利益段

階では100億円を超えるキャピタルゲインを計上しましたが、当期はともに剥落したこと

により、経常利益は減益、純利益は大きく増益となったものであります。

 経常利益年間予想1,100億円に対する第２四半期までの進捗率は54％とこちらも標準進捗

率を上回っております。

 事業分野それぞれの進捗率は純利益の進捗率と同様な傾向であります。



 資料左上の注釈のとおり、経常利益を「ベース収益」、「売却益」、「減損・貸倒・営業

投資有価証券評価損益等」の３つに区分しております。

 「売却益」は、不動産と営業投資有価証券によるキャピタルゲインを対象としています。

 左側が前年同期比較、右側が四半期ごとの推移であります。

 ベース収益は、592億円と前年同期比 20億円の減益となりました。

 主な要因としては、前年同期に不動産事業において一過性利益が発生したこと、ベース収

益扱いとしている持分法適用関連会社の取込み利益において船舶の売却益が含まれていた

こと、以上２点を除くとベース収益はプラスとなります。

 次に、売却益はスペシャルティの減少などにより前年同期比104億円減少の28億円、減

損・貸倒・営業投資有価証券評価損益等は、国際の評価損剥落などにより158億円減少の

28億円とそれぞれ大幅に減少しております。

 60ページに事業分野別の「ベース収益」、「売却益」、「減損・貸倒・評価損益等」を区

分して記載しております。

8



 セグメント資産残高は、合計5兆5,524億円と前期末比1,886億円の増加となりました。

 増減要因は、主に３点です。為替による増加2,409億円、為替を除いたベースでの航空機

と不動産の増加約1,400億円、最後に子会社であったオートモビリティのオリコオート

リース（OAL）、国内リースのオリコビジネスリース（OBL）２社の持分法適用関連会社

化による減少、約2,000億円であります。

9



10



 国内リースの四半期毎のセグメント資産残高と経常利益、経常利益ROAを下段の棒グラフ

と折れ線グラフでお示ししております。

 第２四半期末のセグメント資産残高約1兆2,100億円は、左端の2020年度第１四半期末の

約1兆4,300億円と比較すると、OBLの持分法適用関連会社化などもあり、約2,200億円減

少しております。

 他方、ROAは1.9％から2.4％へと資産効率を重視したポートフォリオ運営により着実に向

上しております。

 但し、ROA向上に向けて、単に残高を落とすことを意図しているわけではなく、より収益

性の高い資産への入れ替えを意図しており、国内リースの中期経営計画における利益及び

ROA目標達成に向け、必要な資産の積み上げを図ってまいります。
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 2023年度第２四半期の持分法投資利益は前年同期比３億円減少の36億円となりました。

 前年同期に計上した大口案件の手数料収益の減少を主因に減益となりましたが、当社と

NTTグループとの連携推進により、ベース収益の底支えとなるセグメント資産残高は、堅

調に推移しており、足元の収益力は、順調に拡大しております。
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 国内リースでは、リース満了した年間約20万台のパソコンなどを、子会社であるTRYで

データ消去を行い、オークションなどで再販しております。

 他方、同様の事業を手掛ける米国のCSIグループでは世界各国でTRYよりも広範囲なサービ

スを手掛けるとともにPCの再販において高い収益性を実現しておりました。

 こうした背景から今般、TRYにCSIのノウハウをプラスすることでサービスの高度化を進め

るとともに、PCのデータ消去などのITADサービス提供先を拡大し、取扱いの倍増を目指し

ます。

 売上高も現在の20億円から50億円へ拡大し、国内のITAD事業におけるリーディングカン

パニーを目指してまいります。
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 経常利益は、好調なNRSが牽引し、前年同期比39億円の増益となりました。セグメント資

産残高はOALの持分法適用関連会社化により、1,454億円減少しております。

 オートモビリティの業績に追い風となっておりました中古車価格の高騰ですが、コロナ前

よりも依然高い水準を維持しているものの、前年の水準からは下落しております。

 このような環境下、NCSは、好採算案件への資産入替やマーケットに対応した機動的な売

却オペレーションにより、前年と同水準の経常利益を確保しております。

 NRSの店舗リニューアルによる収益改善施策についてご紹介します。

 NRSはさらなる収益改善を企図し、2025年度までに全店舗の3分の１にあたる約200店舗

のリニューアルを実施してまいります。

 写真はこの夏、移転リニューアルいたしました横浜駅西口営業所になります。

 移転前は狭い店舗でしたので混雑時は、お客様のご案内に時間を要しておりましたが、移

転後は広いカウンターとスムーズな貸渡により、お客さま満足度向上とともに効率性向上

により店舗利益が増加いたしました。



16

 コロナ下において強化したコストコントロールに加え、スマホアプリ経由などによる直売

強化や需要に合わせた柔軟な価格設定、2023年1月からは、車種やプランにより上下しま

すが、レンタカーの基本料金を見直すなど、各種売上向上策などにより収益性を高めてま

いりました。

 第２四半期の売上高は200億円とコロナ禍前の2019年第２四半期を上回る一方で、コスト

はコロナ前の96％にとどまりました。

 また、NRSは12月決算につき、第3四半期である7～9月の3か月間の経常利益は54億円を

見込んでおります。

 第３四半期累計の経常利益は124億円と、前期の年間最高益である84億円を第３四半期の

時点で上回る見込みです。
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 スペシャルティは、前年同期に事業投資等の売却益を計上したほか、不動産や船舶におい

て一過性の要因があったため、各プロダクツで減益となっております。

 航空機は、ACGが減益となりましたが、航空機の「その他」の欄に含めているパーツ売買

等を手掛けるGATが、急回復を遂げたマーケット需要を捕捉し、増益となりました。
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 左側には８月に公表いたしました、ACG個社の第２四半期決算を記載しております。

 売上高は、発注機体およびセールアンドリースバックの実行などによるリース料収入の寄

与、および売上の計上を現金主義としているエアラインからの回収が順調に進捗し、72百万

ドルの増収となりました。

 税引前利益は45百万ドルとなり、前年同期に計上したロシア関連などの減損が剥落したた

め、大幅な増益となっております。

 この数値をベースにし、当社連結決算への反映に向けた調整表を下段に記載しております。

 連結調整後の当社連結ベースの経常利益は、一過性の調整要因もあり、30億円となりまし

た。
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 航空旅客需要は順調に回復しており、IATAの公表によれば、北米および中南米の旅客数

は、今年度にもコロナ前水準へ回復すると見込まれています。

 航空機リースのマーケットについては、ACGが主力とするナローボディを中心に、足元の

リース料および機体価格は着実に回復しております。

 航空部品などサプライチェーンの停滞や人手不足に伴い、エアバス・ボーイングによる機

体の納入が遅延しており、エアラインからの中古機取得や再リースの引き合いが強くなっ

ている状況であり、航空機レッサーにとっては望ましい環境となってきています。

 ACGが足元で新規契約しているリース料や再リース料も、昨年からの急激な金利上昇分を

完全には吸収できていないものの、着実に上昇傾向にあります。

 ACGの今後の回復見通しについてです。

 ページ右側の上段に、ACGの2019年度から今期第２四半期までの、オペリ収入・支払利

息・FF金利の四半期推移、下段に機体売却益の四半期推移をお示ししております。

 まず上段の折れ線グラフ、青い線で示しているオペリ収入についてです。

 2019年度の四半期（3ヶ月）ベースのオペリ収入は、およそ250百万ドルの水準で推移し

ていましたが、コロナ禍にオフリース機体および延滞が増加し、この水準が2020年度から

2022年度にかけて220百万ドル程度にまで落ち込みました。

 航空マーケットの回復に伴い、オフリース機体の削減および一部エアラインの延滞回収が

進むことで、2023年度からは回復トレンドに入っております。

 下期はさらに上向く見込みですが、一方で今期は、過去の延滞回収など一過性要因を一部

含んでいる側面もあり、足元のリース料上昇を織り込んだ水準への回復までにはタイムラ



グがあるとご理解ください。

 オレンジ色の線で示している支払利息については、2022年度下期以降、FRBによる利上

げに伴い増加傾向にあるため、オペリ収入の回復を相殺している状況です。

 金利水準が高止まりする場合は、収益の回復に時間を要するものと考えています。

 続いて下段の機体売却益の動向です。

 2019年度は年間70百万ドル程度ありましたが、コロナ影響によりマーケットが悪化し、

2020年度から2022年度にかけての売却益の寄与は限定的となりました。

 ただし、先ほど申し上げたとおり、発注機体の供給不足に伴い、足元では中古機の需要が

高まっており、ACGにおいても売却の引き合いが増えている状況です。

 下期は相応の売却益が見込めると考えています。

 今期の見通しについては、支払利息は高止まりするものの、売上の計上を現金主義として

いるエアラインからのリース料回収や機体売却益の増加も見込まれ、コストアップ部分を

打ち返せるものと考えております。
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 CSIの2023年度・第２四半期の経常利益は、二次リース収益の減少や、拠点拡充に伴う販

管費の上昇を主因に、前年同期比10百万ドル減益の43百万ドルとなりました。

 二次リース収益の減少についてですが、コロナ禍の2020年度から2021年度にかけて、サ

プライチェーンの停滞により新規実行が落ちこみました。

 今期は、ちょうどその時期に契約した物件が満了を迎える谷間の時期にあたるため、二次

収益の原資となる満了物件数が年間通じて弱含むことを想定しております。

 契約高は、全地域において伸長しています。

 この結果、利益の源泉となるセグメント資産積み上げに伴い、ベース収益力は着実に拡大

しており、中長期の持続的な成長見通しに変化はございません。

 DX化を推進するグローバル企業のお客さまから、CSIの拠点ネットワークを活かした世界

各国で同一サービスを提供していることや、IT機器を安全かつ適切に処分するITADサービ

スなどの付加価値が好感され、引き合いが増えている状況です。



 CSIはM&Aも活用しながら積極的にグローバル展開を進めております。

 10月には新たにマレーシアのITAD事業会社を買収し、成長の見込めるアジア地域の拠点拡

充に注力しております。
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 業績は順調に推移しておりますが、下期は2つの要因があり、上期のような利益は見込んで

おりません。

 一つ目が太陽光発電事業の収益が、季節的に日照時間が短くなり減少すること、２つ目が

上期に収益寄与していた周南パワーの発電所が2年に一度の定期点検に入ることです。
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 中期経営計画で掲げております稼ぐ力とESGの強化に向けた「TC Transformation」の４つの基軸の

ひとつでありますポートフォリオトランスフォーメーションについてです。

 KPIである総資産純利益ROA1.4％に向け、「利益成長とROAの向上に徹底的にこだわる」という方針

の下、「既存事業のバリューアップ」、「事業投資の資産回転」、「低効率資産の入替・EXIT」「新たな事

業領域創出」を推進してまいります。
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 採算性・ボリュームが狙え、かつカントリーリスクの低い北米・欧州エリアのメガソー

ラー案件を中心に投資していきたいと考えております。

 パイプラインも増えてきている状況であり、中計最終年度である2027年度に、相応の規模

にまで海外アセットを拡大していきたいと考えております。
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 全役職員1,000人を対象としたDX研修を開始いたしました。

 お客様へ提供する価値の向上と社員一人ひとりの主体的な生産性向上をDX戦略のゴールと

位置付け、このゴールを実現する人材基盤を構築し、価値を創造し続ける組織への変革を

進めてまいります。

 第２四半期決算は、当初計画どおりの順調な内容であったと評価しております。

 中期経営計画初年度である当期は、不甲斐ない結果となった昨年度からのV字回復をまずは

しっかりと達成したいと考えております。

 なお、決算公表とともにプレスリリースをさせていただきましたが、2024年1月1日を効力

発生日とした、普通株式1株につき4株の割合での株式分割を予定しております。

 来年は新NISAがスタートします。投資単位あたり金額を引き下げることで、投資していた

だきやすい環境を整備し、投資家層の拡大を図ってまいります。

以上
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